
Ⅰ．転倒に関する背景

国際的にも類をみない速さで人口の高齢化が
進んだ我が国では、高齢者の医療と介護の負担
が大きな社会問題となり、平成 12年に介護保
険制度が開始された。それまでは、どれだけ長
く生きられるかが目標とされてきたが、生活の
質を重視し、高齢者自身がサービスを自己選
択、自己決定できる制度へと転換された。介護
保険制度が定着する中で、要支援及び要介護認
定者は増加し、中でも要支援、要介護 1の認定

者数が増加した。
このような状況のもとで、平成 18年度には、
できる限り要支援・要介護状態にならない、あ
るいは重度化しないように「介護予防」を重視
したシステムの確立を目指した介護保険制度へ
と見直しが行われた。介護予防とは1）、「要介
護状態の発生をできる限り防ぐこと、そして要
介護状態にあってもその悪化をできる限り防ぐ
こと」と定義される。単に高齢者の運動機能や
栄養状態といった個々の要素の改善だけをめざ
すものではない。むしろ、心身機能の改善や環
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境調整などを通じて、個々の高齢者の生活行為
や参加の向上をもたらし、それによって一人ひ
とりの生きがいや自己実現のための取り組みを
支援して、生活の質の向上をめざすものであ
る。介護予防の概念は、一次予防、二次予防、
三次予防の 3段階に整理してとらえられてい
る。また平成 24年の改定により、生活習慣病
の予防も含めて総合的に展開することが大切で
あるとされている2）。（図 1）
介護予防における一次予防は、主として活動
的な状態にある高齢者を対象に、生活機能の維
持向上に向けた取り組みを行うものであるが、
とりわけ高齢者の精神、身体、社会の各相にお
ける活動性を維持・向上させることが重要であ
る。二次予防は、要支援・要介護状態に陥るリ
スクが高い高齢者を早期発見し、早期に対応す
ることにより状態を改善し、要支援状態となる
ことを遅らせる取り組みである。そして三次予
防は、要支援・要介護状態にある高齢者を対象
に、要介護状態の改善や重度化を予防するもの
であると述べられている。今後は各市町村にお
いて、介護予防・日常生活支援総合事業として
総合的な介護予防サービスが提供されていくこ
とが計画されている。

高齢者の虚弱化あるいは要介護状態の原因と
して挙げられるものは、生活機能の低下、閉じ
こもり、転倒、足のトラブル、失禁、認知機能
低下、うつ症状、睡眠障害、低栄養、口腔の不
衛生状態など多項目にわたり、「老年症候群」
の範疇にはいる3）。この中で転倒は、高齢者に
生じる最も一般的で深刻な問題の一つであり、
転倒予防は介護予防のひとつの柱となってい
る。転倒の発生率は、在宅高齢者ではその 1/3

が一年間に一度以上転倒すると報告されてお
り4）、さらに転倒による外傷や骨折は、高齢者
の不活動を助長し、寝たきりなど二次的問題を
引き起こすことになる。また骨折など重大な事
態に至らなくても、転倒は心理的あるいは精神
的な障害をもたらす。その代表的な事象が、転
倒恐怖感である。
転倒恐怖感は活動の制限をもたらし、閉じこ
もりへ移行し、廃用萎縮や身体機能の低下を引
き起こす。それがさらに転倒のリスクを増加さ
せるという悪循環になるといわれている5）。こ
れらのことから、高齢者の転倒予防には身体面
だけでなく、転倒恐怖感などの精神面に対する
介入が必要となる。

Tinetti らは、転倒恐怖を自己効力感の観点か

図 1 生活習慣病予防および介護予防の「予防」の段階
介護予防マニュアル（改訂版：平成 24年 3月）について 厚生労働省
http : //www.mhlw.go.jp/topics/2009/05/tp0501−1.html 2012 P 2
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A 心血管系
 1 不整脈
 2 姿勢低血圧
 3 心拍出量低下
 4 静脈環流低下
 5 頸動脈洞過敏
 6 その他：頸動脈狭窄、
   椎骨脳底動脈不全
B 神経系
 1 パーキンソニズム
 2 脊髄後索障害
 3 末梢ニューロパチー
 4 てんかん
 5 小脳障害
 6 痴呆
 7 その他：不随意運動など
C 歩行運動系
 1 疼痛─関節障害
 2 ミオパチー
 3 骨折、脱臼
 4 その他
D 薬剤
 1 鎮静剤
 2 睡眠剤
 3 その他：血糖降下剤
 　　　　 運動障害惹起薬剤

環境認知の障害 心因性

外的要因

転倒

1 白内障
2 屈折異常
3 眼鏡不適合
4 緑内障
5 その他

1 照明不良
2 不慣れな環境
3 不便な場所での障害物
4 絨毯や床のでこぼこ
5 不適切な履物
6 その他

1 空間恐怖
2 再転倒不安
3 その他

内的要因

ら捉え、転倒自己効力感を測定するための FES

（Fall Efficacy Scale）を開発した6）。FES は「転
倒自己効力感尺度」と訳されるが、この自己効
力感とは、ある結果を生み出すために必要な行
動を自分がどの程度うまくやり遂げられるかと
いう自己信頼である7）。したがって、FES は
「転倒せずに日常的な行為を実現しうる自己信
頼」を問うことになり、転倒へのネガティブな
恐怖感から、転倒せずに日々の生活を送ること
のできるポジティブな信念へと変容することを
とらえることができる尺度として開発されてい
る8）。また、転倒自己効力感は、転倒恐怖と比
較して、日常における活動内容や身体機能とよ
り深く関係していると言われている9）。
転倒は、転倒リスク因子を適切に修正し包括
的にアプローチすることで予防することがある
程度可能であるといわれている。転倒リスク因

子は、外因性と内因性に分けられ整理されてい
る10）（図 2）。また転倒リスク因子が明らかで
ない高齢者の場合には、太極拳をはじめとする
バランス訓練の要素を含むプログラムが有効で
あると述べられている11, 12）。しかし、日常生
活動作や手段的日常生活動作が、運動介入によ
って改善させられるか否かという視点で、効果
を肯定的に示した文献が少なく、一定の知見は
得られていない13）。また健康な高齢者に対する
プログラムの効果についての報告が多く、今後
の課題として軽度要介護者に対する転倒予防プ
ログラムのエビデンスの確立が求められてい
る14）。

Ⅱ．調査目的と方法

1．目的
このような背景から、転倒の危険性が高い要

図 2 転倒リスク因子
江藤文雄「高齢者の転倒の原因」日医雑誌 122巻 13号 1999 p 1950−1954 p 1952
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支援高齢者の転倒自己効力感に影響する因子を
検討することは意義があると考える。また何ら
かの支援が必要となった要支援者が、運動機能
向上を目的に取り組みさらに質の高い生活を送
るためには、高齢者自身が「したいこと」を実
行するための「行動意欲」が重要だと考え、
「したいこと」の実行や満足が転倒自己効力感
に与える影響を検討することを目的とした。こ
のことを明確にすることで、転倒予測、転倒予
防、介入方法に寄与すると考えられる。

2．対象者
平成 24年 1月から 2月の期間において、「高
齢者に対する転倒意識調査」と題し、A 府内
にある要支援者を対象とした介護予防を目的に
行っている通所介護施設の利用者に、アンケー
ト調査を実施した。アンケート対象となった 88

名のうち、回答に欠損があった 4名を除いた 84

名のアンケートを集計した。年齢は 61歳から
96歳、平均年齢 79.5±6.7歳。男性 34 名、女
性 50名であった。

3．対象施設の特徴
要支援 1、2のみを対象として運動器機能向

上サービスを行う介護予防を目的とした通所介
護施設である。運動器機能の向上を図ることで
介護予防を目指している。施設利用者は、介護
申請において要支援 1もしくは 2と認定を受け
た者のみとなるため、自立判定もしくは要介護
の認定を受けた者は対象外である。
施設利用対象者は、地域包括支援センターが
情報収集等により利用の必要性があると判断し
た者、あるいは本人もしくはその家族が利用を
希望し、地域包括支援センターに利用要請を行
い必要性があると判定された者である。
利用にあたっての条件として、①最近 6カ月
以内に心臓発作、脳卒中発作を起こしたもの、
②急性の肝機能障害、または慢性のウィルス性
肝炎の活動期であるもの、③糖尿病があり、過
去に低血糖発作を起こした事がある、または空

腹時の血糖 200 mg/dl 以上であるもの、また
は、網膜症、腎症などを合併しているもの、④
血圧値が収縮期血圧 180 mmHg 以上、または、
拡張期血圧 100 mmHg 以上であるものについ
ては、かかりつけ医の許可が得られた場合以外
は利用を除外している。また、当該施設は 2階
に位置しておりエレベータが無いため、階段昇
降できることが最低利用条件となる。
サービスの提供時間は、午前 3時間、午後 3

時間の一日 2部制を採用している。人員の配置
は、生活相談員 1名、機能訓練士として理学療
法士、作業療法士、看護師のいずれかを 1名、
介護職員あるいは介護予防運動指導員の有資格
者である介護職員を 1～2名、その他に送迎職
員を 1～2名配置している。
提供されるプログラムは、まず利用一回目に
体力測定を実施し、3カ月間ごとに運動機能の
評価を行う。トレーニングは集団にて実施し、
毎回同じ内容を参加者全員で実施している。ト
レーニングには理学療法士、作業療法士、看護
師、介護予防運動指導員、介護職員のいずれか
が指導にあたっている。利用回数は、概ね要支
援 1で 1回／週、要支援 2で 2回／週となってい
る。

4．方法
無記名自記式質問紙を用い、当該施設来所時
に実施した。内容が分かりにくいなど質問があ
る場合は、施設の職員が対応した。
質問項目は以下のとおりである。基本的属性

（年齢・性別・家族形態・介護度・主観的健康
感・慢性疼痛の有無）。転倒関連事項（過去一
年間の転倒経験・転倒による骨折経験・転倒恐
怖感・転倒恐怖に伴う外出制限・周囲からの転
倒に対する注意・転倒自己効力感）。高齢者の
生活活動能力の指標として老研式活動能力指
標。行動意欲に関する事項（したいことの有
無、したいことの実行、実行していることへの
満足）を調査した。
転倒関連事項（転倒自己効力感以外）はその
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有無を、行動意欲に関する事項は「している」
か「していないか」の 2件法で、家族形態は、
「独居」「夫婦」「その他、子どもと同居」、主観
的健康感は同年代の人と比べて、「優れている」
「同じ」「劣っている」の 3 件法で回答を求め
た。
転倒自己効力感は、竹中ら15）により開発され
た転倒自己効力感尺度を用いて評価を行った。
本尺度は、日常生活に伴う 15の活動それぞれ
について、転倒することなく遂行する自信を 10

段階で評価するものである。合計得点が高いほ
ど、転倒自己効力感が高いことを示す。今回
は、対象者が要支援高齢者であることも考慮
し、竹中らの 15の活動に対して、鈴木ら16）が
4段階で検討した選択肢、「まったく自信がな
い：1」「あまり自信がない：2」「まあ自信があ
る：3」「たいへん自信がある：4」の 4件法で
回答を求め、その合計が高いほど転倒自己効力
感が高いと判断した。

5．解析方法
各因子における転倒自己効力感得点との関係
を明らかにするために、全ての変数を得点化し
て分析を行った。なお、2 水準因子について
は、対応のない t 検定を、3水準以上の因子に
ついては、一元配置の分散分析を用いた。解析
には、統計解析ソフトウェア IBM SPSS STA-

TISTICS 20を使用し、有意水準は 5％ 以下に
設定した。

6．倫理的配慮
実施に先立ち、調査目的を説明し、一人ひと
りの結果を取り上げるのではなく、結果は統計
的に処理されプライバシーが厳重に守られるこ
と、調査結果を目的以外には使用しないことを
紙面と口頭で説明し、同意を得られたものに対
して実施した。

Ⅲ．調査結果

各要因の分布、転倒自己効力感平均得点（標

準偏差）、統計解析結果を表 1～表 3 に示す。
基本的属性では、主観的健康感で、同年代より
も劣っていると回答したものが 46％、慢性疼
痛を有しているもの 64％であった。転倒関連
事項では、過去一年間に転倒経験があるものが
43％、転倒による骨折経験があるものが 27％、
転倒恐怖を有しているものが 80％、転倒恐怖
による外出制限があるものが 27％ であった。
また、周囲から注意を受けることがあると回答
したものが全体の 54％であった。
高齢者の行動意欲関連事項では、「したいこ

と」があると回答したものが 78名で全体の 93

％であった。しかし、したいことを実行してい
ると回答したものは 52名であった。26名はし
たいことを実行できていないことがわかった。
さらに、したいことを実行しているがそのこと
に満足しているものは 52名中 35名であった。
老研式活動能力指標の合計得点の平均は 10.0±
2.9点で、最小が 1点、最大が 13点であった。
今回用いた転倒自己効力感テストは、15項

目からなり、すべて「まったく自信がない 1

点」を選択すると 15点、逆に、「たいへん自信
がある 4点」を選択すると 60点となる。調査
結果の転倒自己効力感合計得点平均は 28±6.5

点であった。得点分布を図 3に示す。得点は、
図に示すようにほぼ平均を中心に正規分布して
いた。最小値は 15 点、最大値は 44 点であっ
た。全体の回答を質問項目ごとに選択肢別に集
計したものが表 4である。「たいへん自信があ
る」、「まあ自信がある」を選択したものが全体

図 3 自己効力感得点分布図
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の 2割であった。逆に全体の 8割が「あまり自
信がない」、「全く自信がない」を選択してい
た。転倒自己効力感の質問項目ごとに平均点を
もとめ比較すると、平均点の低い項目は、「片
足ケンケン」、「床から立つ」、逆に高い項目は
「棚に手を伸ばす」、「バスの乗り降り」であっ
た。

次に、各要因を独立変数、転倒自己効力感を
従属変数とし、各要因と転倒自己効力感との関
係を分析した結果、有意差を認めた要因は、行
動意欲関連事項の「したいこと」を実行してい
るかいないか［t＝3.3、p＜0.01］と「実行して
いること」に満足しているかどうか［t＝2.3、
p＜0.05］によるものであった（表 3）。年齢、
性別、家族構成、主観的健康感、要支援度には
有意差は認められなかった。また転倒関連事項

表 1 基本的属性と転倒自己効力感平均得点

因子名 n ％ 効力感
平均得点 標準偏差

年齢

60−69 9 11％ 25.2 ±4.00

70−79 27 32％ 29.5 ±8.1

80−89 44 52％ 27.9 ±5.8

90− 4 5％ 26.0 ±3.7

性別
男 34 40％ 28.3 ±6.5

女 50 60％ 27.9 ±6.6

家族
形態

独居 27 32％ 27.6 ±6.5

夫婦 32 38％ 27.3 ±7.3

同居 25 30％ 29.6 ±5.2

介護度
要支援 1 48 57％ 29.1 ±6.9

要支援 2 36 43％ 26.6 ±5.7

主観的
健康感

優れている 4 5％ 30.3 ±7.1

同じ 41 49％ 29.6 ±5.9

劣っている 39 46％ 26.2 ±6.7

慢性
疼痛

有 54 64％ 27.2 ±6.7

無 30 36％ 29.5 ±5.9

表 2 転倒関連事項と転倒自己効力感平均得点

因子名 n ％ 効力感
平均得点 標準偏差

転倒経験
有 36 43％ 26.5 ±6.6

無 48 57％ 29.2 ±6.2

転倒骨折
有 23 27％ 29.3 ±7.5

無 61 73％ 27.6 ±6.1

転倒恐怖感
有 67 80％ 27.4 ±6.4

無 17 20％ 30.8 ±6.5

外出制限
有 23 27％ 26.2 ±6.6

無 61 73％ 28.8 ±6.3

転倒注意
有 45 54％ 27.2 ±6.4

無 39 46％ 29.0 ±6.5

表 3 行動意欲と転倒自己効力感平均得点と統計解析

因子名 n ％ 効力感
平均得点

標準
偏差

統計
解析

したいこ
と有無

有 78 93％ 28.4 ±6.5

無 8 10％ 24.6 ±5.9

実行して
いる

している 52 62％ 29.8 ±6.8
3.294**

それ以外 32 38％ 25.3 ±4.8

満足して
いる

している 35 42％ 29.9 ±6.7
2.27*

それ以外 49 58％ 26.7 ±6.0

**p＜.01 *p＜.05

表 4 各動作における転倒自己効力感選択肢分布と
平均

全く
自信が
ない

あまり
自信が
無い

まあ
自信が
ある

大変
自信が
ある

平均

片足ケンケン 62 18 4 0 1.31

床から立つ 42 38 4 0 1.55

階段手すり無し 45 31 8 0 1.56

夜間の活動 31 47 6 0 1.7

滑りやすい雪道 34 40 9 1 1.73

重い荷物移動 32 38 13 1 1.8

歩きにくい履物 23 51 10 0 1.85

立ったまま更衣 25 42 17 0 1.9

支えなしで立つ 22 47 14 1 1.93

急いで歩く 22 45 17 0 1.94

しゃがむ 20 38 25 1 2.08

駅階段降りる 12 48 24 0 2.14

人ごみ歩く 12 49 21 2 2.15

バスの乗り降り 10 48 26 0 2.19

棚に手をのばす 13 40 30 1 2.23

合計 405 620 228 7
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の転倒経験、転倒による骨折、転倒恐怖、外出
制限、転倒注意も有意差を認めなかった。全て
の要因で平均得点の傾向をみると、60歳代の
得点が 25.2点と低かった。

Ⅳ．考 察

最初に、当該施設を利用する要支援高齢者の
転倒関連事項についての特徴を考察する。在宅
高齢者を対象とした先行研究では、転倒恐怖を
感じるものは全体の 6 割程度であるといわ
れ17）、さらに転倒ハイリスク高齢女性（転倒外
来を利用する外来患者）を対象とした調査では
全体の 8割以上が転倒恐怖を感じ、転倒が怖く
て外出をひかえるものは、34.3％であったとの
べられている18）。また過去 1年の転倒経験の有
無では、65歳以上の在宅高齢者の 1/3 が転倒
を経験していると報告されている19）。
今回の調査では、転倒恐怖感があると答えた
ものが全体の 80％、転倒恐怖のために外出を
控えると答えたものが 27％ であった。また、
過去一年間の転倒経験が有ると回答した者が、
全体の 43％であった。外出制限以外は、在宅
高齢者よりも高い傾向がみられた。さらに、転
倒自己効力感の選択肢別の分布からも、「自信
がある」との回答は全体の 2割程度であったこ
とから、日常生活全般において転倒に対する自
己効力感が低いことが明らかとなった。ただ
し、転倒自己効力感尺度は統一されたのもでは
なく、その質問項目は、調査対象の背景等で異
なるので、今回用いた竹中らの転倒自己効力感
測定指標が要支援者にとってやや難易度が高い
ものであるとも考えられる。（資料 1・資料 2）
老研式活動能力指標の平均（対象者の平均年
齢 79歳）は、10±2.9点であった。先行研究で
は、75～79歳の平均が 10.7±3.3点、80～84歳
の平均が 8.9±4.3点と述べられている20）。対象
者の平均年齢から考えると、年齢に相応しい能
力を有していると考えられる。以上のことか
ら、今回の調査対象者は、年齢相当の活動能力
を有しているが、転倒ハイリスク高齢者と同じ

ように転倒恐怖を感じており、転倒自己効力感
が低いことが明らかとなった。
次に、各要因と転倒自己効力感の関係を考察
する。在宅高齢者を対象とした研究21, 22）では、
年齢、性別、過去一年間の転倒経験、転倒恐怖
感、転倒恐怖による外出制限、主観的健康感、
慢性疼痛との関連において、有意差を認めると
報告されている。今回の結果では、これらの要
因に有意差を認めなかった。このことは、今回
の対象者の特徴を示していると考えられる。そ
のため、他の視点が必要と考えられる。対象者
は運動機能向上プログラムに参加していること
から、運動機能の低下を対象者自身が実感して
いることが転倒自己効力感に影響していると考
えられる。しかし転倒予防の視点から考える
と、そのためのサービスを現在提供されている
ので、それ以外の要因も考えていくことが必要
である。今回は、こうした高齢者の行動意欲に
注目した。中でも、「したいこと」の実行と満
足を調査した。その結果、要支援者の転倒自己
効力感に影響を与える因子として、「したいこ
と」の実行と満足が挙げられた。このことから
転倒自己効力感を高め、それによって転倒予防
を図るためには、高齢者の「したいこと」を満
足のいくように実行できるように支援すること
が重要であると推察される。

Bandura23）によると自己効力感とは、ある行
動を成功裏に遂行できるという予測や確信を示
すものであり、4つの要素により影響されると
説明している。第 1に制御体験、第 2に代理体
験、第 3に社会的説得、第 4に生理的・感情的
状態を挙げている。
制御体験とは、過去における成功体験で小さ
な成功体験を積み重ねていくことは個人の効力
感に強固な信念を作り上げるものとなると述べ
ている。第 2は、他人の行動を観察することに
よって得られる代理的経験である。自分がこれ
からやろうとしている行動をうまく行っている
人の様子を見ることによって自己効力感は高ま
るといわれている。第 3は、周りの人から、目
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標としている行動を実行する能力やスキルがあ
ると認められるような言葉をもらう社会的説得
である。第 4に、生理的・感情的状態に気付く
ことが重要である。自分の身体の反応を知り、
心の状態に気付きうまく対処することで自己効
力感を高めることができる。このように考える
と、今回対象とした集団は、運動機能の向上と
いう同じ目標をもっており、そこでは参加者が
お互いの悩みや体験を話すこと、さらに通所介
護施設でのトレーニングの実施で、共に頑張っ
ている仲間や、信頼しているスタッフからでき
たこと、やっていることに対する称賛の声かけ
があり、そのようなことが、転倒自己効力感に
影響していることは、推察できる。
高齢者にとって「したいこと」は、生理的、

感情的状態が安定し、精神的、身体的にストレ
スが少なく、高齢者自身で制御できる活動であ
ると推察される。そして活動を通じて、高齢者
自身が自己選択・自己決定する過程が経験で
き、そのことで転倒自己効力感を強固なものに
し、動作を遂行する自信に影響を与えていると
考えられる。通所介護施設に参加すること自体
が行動意欲を高めるとも考えられるが、高齢者
の生活に密着した活動に繋げていくことが、本
当の意味での、転倒自己効力感を高めることの
意義だと考える。

お わ り に

本調査の目的は、要支援者の転倒自己効力感
に影響する要因を検討し、転倒の予測や予防に
生かそうとするものである。要支援者の転倒自
己効力感を高めるためには、単に運動機能向上
を目指すのではなく、個々の高齢者に応じた、
行動意欲を高めるためのアプローチが必要であ
るということが示唆された。
今回の調査研究では、対象者が一地域の一通
所介護施設を利用するものに限られていたの
で、今後は、要支援者を対象とした介護予防サ
ービスを提供する他の施設の要支援者の転倒自
己効力感を調査し、更に検討を進める必要があ

ると考える。また、要支援者の介護予防サービ
スの内容を検討するために、転倒自己効力感を
高めるための集団の利用などにも注目した検討
が必要であると感じた。
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資料 1 4段階評価による日本語版転倒関連自己効力感尺度
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資料 2 竹中らによる転倒自己効力感尺度
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